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グローバル企業のテクノロジー戦略の
最前線

テクノロジーの未来を守る：

ベーカーマッケンジーのTechソリューション
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法務提供・法的アドバイス

テクノロジーを生かしたビジネス戦略は複雑化の一途を辿っています。
ベーカーマッケンジーでは、テクノロジーの進化に伴うリスクに対し、
迅速かつ効果的に課題を解決します。
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◼ サイバーセキュリティ／個人情報の漏えい事案

サイバー攻撃への対策は、製造業や小売業を含め、どの企業にとっても大きな課題です。法的な観
点から、サイバー攻撃への対応支援を行います。
• インシデント発生時の、世界各国のデータ当局への速やかな報告を含む初動対応・法的助言
• ランサムウェア攻撃時の攻撃者との交渉を含む、サイバーセキュリティ対応チームによる実務的
な支援

• サイバーセキュリティ関連規制への対応支援と、セキュリティポリシーや社内体制の整備サポー
ト

◼ データ／プライバシー

個人情報などのデータの取扱全般への法的規制への対応に、グローバルな視点からのアドバイスと
支援を提供します。
• コネクテッドカー・自動運転、ヘルスケア、フィンテック等の、新技術に伴うデータの取扱に伴
うプライバシーの観点からのリスク分析、規約類の作成などのプライバシー問題への対応

• GDPRやData Actなど、各国で新たに生じる法制度

◼ AI

AI Actを含め、AIの利用に伴う法的な規制や問題が増加することが見込まれます。グローバルな経験
を活かし、実務的な解決策を提供します。
• AIの社内利用に伴う著作権侵害や人権リスクを防ぐためのAIガバナンス体制の構築
• AIを利用した新サービス開始時の、知的財産権やプライバシーの観点からのリスク分析の提供
• AIを利用したサービスの提供あるいは利用にあたっての、AI特有の契約書のリスク判断と適切な
対応のための契約書作成

• AIに関連した法的紛争の支援、グローバルな視点でのアドバイス提供に照らした対策支援

◼ Eコマース

国境を越えた取引を提供するEコマースビジネスは、関連する国での法的問題を生じさせるリスクも
高いものとなっています。リスクを押さえた解決策を提示します。
• 海外サイトにおいて流通する侵害品対策、ドメイン名紛争、海賊版サイトへの法的措置
• 国境を越えたビジネスへの支援、特に各国における医薬品・化粧品・消費者製品の法制度対応や
調査

◼ インターネットビジネス

インターネットビジネスには、消費者保護の要請やプラットフォームへの規制などの新しい問題を
生じやすく、最新の情報に基づく対応が必要です。
• EUのDSAや日本の情プラ法など、プラットフォームビジネスに対する各国の法規制や消費者保
護法への対応

• 音楽配信、映像配信、ゲーム配信やIoTサービスに対する各国の規制対応
• 特に米国における未成年者へのサービス提供や、欺瞞的手法を避けるための実務的なアドバイス

◼ 電気通信

伝統的な電気通信に対する法制度のみならず、IoT、ウェアラブル、ドローンといった関連法に対す
る対応策のご提案も行います。
• IoT関連ビジネスなどに適用されるグローバルな電気通信規制への対応・電波法に関するアドバ
イス

• 衛星通信やドローンの利用に関する規制に対するアドバイスと、必要な各国当局との交渉支援
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